
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    トピトピトピトピックスックスックスックス    ●昨年度昨年度昨年度昨年度    残業代不払残業代不払残業代不払残業代不払いでのいでのいでのいでの是正支払総額是正支払総額是正支払総額是正支払総額はははは１２３１２３１２３１２３億円超億円超億円超億円超    

    賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業（（（（いわゆるサービスいわゆるサービスいわゆるサービスいわゆるサービス残業残業残業残業））））についてについてについてについて、、、、全国全国全国全国のののの労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署労働基準監督署がががが労労労労

働基準法働基準法働基準法働基準法にににに違反違反違反違反しているとしているとしているとしていると是正指導是正指導是正指導是正指導したしたしたした事案事案事案事案のうちのうちのうちのうち、、、、１１１１企業当企業当企業当企業当たりたりたりたり 100100100100 万円以上万円以上万円以上万円以上

のののの割増賃金割増賃金割増賃金割増賃金がががが支払支払支払支払われたわれたわれたわれた事案事案事案事案のののの平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度におけるにおけるにおけるにおける状況状況状況状況がががが取取取取りまとめられりまとめられりまとめられりまとめられ、、、、厚厚厚厚

生労働省生労働省生労働省生労働省からからからから公表公表公表公表されましたされましたされましたされました。。。。    

    今年今年今年今年はははは昨年昨年昨年昨年よりさらによりさらによりさらによりさらに増増増増ええええ、、、、100100100100 万円以上万円以上万円以上万円以上のののの是正企業数是正企業数是正企業数是正企業数はははは 165165165165 社増社増社増社増えてえてえてえて 1,3861,3861,3861,386

企業企業企業企業、、、、是正支払総額是正支払総額是正支払総額是正支払総額はははは７７７７億億億億 2,0602,0602,0602,060 万円万円万円万円増増増増えてえてえてえて、、、、123123123123 億億億億 2,3582,3582,3582,358 万円万円万円万円になりましたになりましたになりましたになりました。。。。    
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■■■■■■■■    割増賃金割増賃金割増賃金割増賃金のののの是正支払是正支払是正支払是正支払のののの状況状況状況状況    ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■    

    ・・・・是正企業数是正企業数是正企業数是正企業数                                        1,3861,3861,3861,386企業企業企業企業（（（（前年度比前年度比前年度比前年度比 165165165165企業企業企業企業のののの増増増増））））    

    ・・・・支払支払支払支払われたわれたわれたわれた割増賃金合計額割増賃金合計額割増賃金合計額割増賃金合計額            123123123123億億億億 2,3582,3582,3582,358万円万円万円万円（（（（同同同同７７７７億億億億 2,0602,0602,0602,060万円万円万円万円のののの増増増増））））    

    ・・・・対象労働者数対象労働者数対象労働者数対象労働者数                                    11111111万万万万 5,2315,2315,2315,231人人人人    （（（（同同同同 3,3423,3423,3423,342人人人人のののの増増増増））））    

    ・・・・支払支払支払支払われたわれたわれたわれた割増賃金割増賃金割増賃金割増賃金のののの平均額平均額平均額平均額はははは、、、、１１１１企業当企業当企業当企業当たりたりたりたり８８９８８９８８９８８９万円万円万円万円、、、、労働者労働者労働者労働者１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり１１１１１１１１万円万円万円万円    

■■■■■■■■    業種別等業種別等業種別等業種別等のののの状況状況状況状況    ■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■    

    ・・・・企業数企業数企業数企業数、、、、支払支払支払支払われたわれたわれたわれた割増賃金額割増賃金額割増賃金額割増賃金額ではではではでは製造業製造業製造業製造業、、、、対象労働者数対象労働者数対象労働者数対象労働者数ではではではでは商商商商業業業業がががが最最最最もももも多多多多いいいい    

    ・・・・１１１１企業企業企業企業でのでのでのでの最高支払額最高支払額最高支払額最高支払額はははは「「「「３３３３億億億億 9,4099,4099,4099,409万円万円万円万円」（」（」（」（旅館業旅館業旅館業旅館業）、）、）、）、次次次次いでいでいでいで「「「「３３３３億億億億 8,5468,5468,5468,546万円万円万円万円」（」（」（」（卸売業卸売業卸売業卸売業）、「）、「）、「）、「３３３３億億億億 5,7005,7005,7005,700

万円万円万円万円」（」（」（」（電気通信工事業電気通信工事業電気通信工事業電気通信工事業））））のののの順順順順    

    労働基準法違反労働基準法違反労働基準法違反労働基準法違反がないようがないようがないようがないよう、、、、日頃日頃日頃日頃からからからから、、、、労働時間労働時間労働時間労働時間をををを適正適正適正適正にににに把握把握把握把握してしてしてして、、、、時間外労働時間外労働時間外労働時間外労働

をををを行行行行うううう必要必要必要必要があるがあるがあるがある場合場合場合場合にはにはにはには、、、、36363636 協定協定協定協定のののの締結締結締結締結・・・・届出届出届出届出、、、、割増賃金割増賃金割増賃金割増賃金のののの支払支払支払支払いといったいといったいといったいといった手続手続手続手続

きをきをきをきを適正適正適正適正にににに行行行行うううう必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。さらにさらにさらにさらに、、、、あらゆるトラブルにあらゆるトラブルにあらゆるトラブルにあらゆるトラブルに対応対応対応対応できるようできるようできるようできるよう就業就業就業就業

規則規則規則規則をををを整備整備整備整備しておくことがしておくことがしておくことがしておくことが重要重要重要重要ですですですです。。。。    

    不安不安不安不安があればがあればがあればがあれば、、、、おおおお気軽気軽気軽気軽にごにごにごにご相談下相談下相談下相談下さいさいさいさい。「。「。「。「転転転転ばぬばぬばぬばぬ先先先先のののの杖杖杖杖」」」」がががが大切大切大切大切ですですですです！！！！    

厚生労働省が公表している賃金不払残業の是正事例 

＜＜＜＜事例事例事例事例Ａ（Ａ（Ａ（Ａ（小売業小売業小売業小売業、、、、約約約約 200200200200 人人人人、、、、北海道北海道北海道北海道・・・・東北東北東北東北）＞）＞）＞）＞        

会社は、始業・終業時刻をタイムカードにより確認しているとしていたが、監督署が会社の機械警備記録等を調査

したところ、タイムカードの最終打刻者の退勤時刻と警備開始時刻に大幅な相違が生じていた。そこで、会社からの

事情聴取などの結果、所定労働時間終了後に、労働者にタイムカードを打刻させた後で時間外労働を行わせていたこ

とが確認された。  

    監督署監督署監督署監督署はははは、、、、確認確認確認確認したしたしたした賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業についてについてについてについて是正勧告是正勧告是正勧告是正勧告するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、    

    ①①①①    全社的全社的全社的全社的なななな実態調査実態調査実態調査実態調査をををを行行行行いいいい、、、、賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業がががが明明明明らかになったらかになったらかになったらかになった場合場合場合場合にはにはにはには適正適正適正適正なななな割増賃金割増賃金割増賃金割増賃金をををを支払支払支払支払うことうことうことうこと、、、、    

    ②②②②    賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業賃金不払残業のののの再発防止対策再発防止対策再発防止対策再発防止対策をををを確立確立確立確立しししし、、、、実施実施実施実施することをすることをすることをすることを指導指導指導指導したしたしたした。。。。    



いまいまいまいま流行流行流行流行のののの「「「「朝活朝活朝活朝活」」」」ってってってって何何何何？？？？    

 

◆◆◆◆出勤前出勤前出勤前出勤前にににに勉強会勉強会勉強会勉強会などへなどへなどへなどへ参加参加参加参加    

会社への出勤前に勉強会などに参加する「朝活」が

若い世代を中心に広がっているようです。 

インターネット交流サイト（SNS）などを利用して

業種や世代を超えた参加者と出会って人脈を作る「朝

活」は、一種の自己投資として注目されています。 

 

◆◆◆◆「「「「SNSSNSSNSSNS」」」」がががが出会出会出会出会いのいのいのいの場場場場    

インターネット交流サイト（SNS）は 2000 年代の

中頃から普及し、人脈を広げたいビジネスパーソンな

どに活用されています。 

大手交流サイトには、「朝活」で検索できるコミュニ

ティが約 150もあり、呼びかけ人が場所・時間・活動

内容などを掲示し、希望者が参加意思を書き込む仕組

みで、最も大きいコミュニティには 2,000 人以上が参

加しているとのことです。 

 

◆◆◆◆人脈作人脈作人脈作人脈作りやスキルアップにりやスキルアップにりやスキルアップにりやスキルアップに効果的効果的効果的効果的    

ある人材コンサルタントは「時間の投資計画に敏感

になることがキャリアアップの秘訣」と話しています。 

バブル期までは、接待や社内飲み会が全盛で、ビジ

ネスパーソンの多くは「夜型」でしたが、バブル崩壊

後は宴席が減り、どちらかというと「朝方」に変化し

ていきました。 

また、不況で人員削減が進み、ビジネスパーソンの

間で自己を守るための「自己投資」が本格化してきま

した。 

さらに、「SNS」の普及により、同じ志を持つ人々が

「朝活」に集う環境が整いつつあるようです。 

 

◆◆◆◆幅広幅広幅広幅広いいいい「「「「朝活朝活朝活朝活」」」」のテーマのテーマのテーマのテーマ    

この「朝活」の効能は「気持ちがいい、楽しい、た

めになる」の３つだと言われており、交流系、学習系、

健康系、趣味系、仕事系、情報収集系、奉仕系に分類

されます。 

現在、自分の定年まで会社が存続するのかどうかも

不透明な時代です。常に必要とされる人材であり続け、

何かあったときには助け合える人間関係を作るため、

この「朝活」を始める人も多いようです。 

雇用雇用雇用雇用・・・・労働労働労働労働をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる最近最近最近最近のののの裁判例裁判例裁判例裁判例    

 

◆◆◆◆「「「「雇止雇止雇止雇止めめめめ」」」」をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる裁判例裁判例裁判例裁判例    

地方自治体の非常勤職員だった女性（55歳）が、長

年勤務していたにもかかわらず、一方的に雇止めをさ

れたのは不当であるとして、自治体を相手取り地位確

認や慰謝料（900 万円）の支払いなどを東京地裁に求

めていました。 

同地裁は、「任用を突然打ち切り、女性の期待を裏切

ったものである」として慰謝料（150 万円）の支払い

を認めましたが、地位確認については認めませんでし

た。この女性は、主にレセプトの点検業務を行ってお

り、１年ごとの再任用の繰り返しにより約 21年間勤務

していたそうです。（11月 9日判決） 

 

◆◆◆◆「「「「過労死過労死過労死過労死」」」」をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる裁判例裁判例裁判例裁判例    

外資系携帯電話端末会社の日本法人に勤務し、地方

の事務所長を務めていた男性（当時 56歳）が、接待の

最中にくも膜下出血で倒れて死亡した事案で、男性の

妻が「夫が死亡したのは過労が原因である」として、

労災と認めず遺族補償年金を支給しなかった労働基準

監督署の処分を取り消すよう大阪地裁に求めていまし

た。 

同地裁は、会社での会議後に行われた取引先の接待

について「技術的な議論が交わされており業務の延長

であった」と判断し、男性の過労死を認めました。 

この男性は、お酒が飲めなかったにもかかわらず、

週５回程度の接待（会社が費用を負担）に参加してい

たそうです。（10月 26日判決） 

 

◆◆◆◆「「「「震災口実震災口実震災口実震災口実のののの解雇解雇解雇解雇」」」」をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる労働審判申立労働審判申立労働審判申立労働審判申立てててて    

仙台市の複合娯楽施設２店舗で働いていたアルバイ

トの男女（11 人）が、「東日本大震災」を口実とした

解雇は無効であるとして、施設の運営会社を相手に地

位確認などを求めて労働審判を申し立てました。 

同社から解雇されたのは今回申立てを行った計 11

人を含め 568人もおり、約 100人が同様の申立てを検

討しているとのことです。 

アルバイト側の代理人弁護士は「震災を口実とした

便乗解雇であり、許されない」とコメントしており、

今後の審判の行方が注目されます。（10月 25日申立て） 



年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇のののの取得日数取得日数取得日数取得日数・・・・取得率取得率取得率取得率はははは？？？？    

    
◆◆◆◆労働者労働者労働者労働者 30303030人以上人以上人以上人以上のののの企業企業企業企業がががが回答回答回答回答    

厚生労働省は、平成 23 年「就労条件総合調査」の

結果を 10 月下旬に公表しました。 この調査は、民間

企業における就労条件の現状を明らかにすることを目

的としています。 

調査対象は常用労働者 30 人以上の企業であり、平

成 23 年１月１日現在の労働時間制度、賃金制度など

の状況について 4,296 企業が有効な回答を行いました。 

 

◆◆◆◆年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇年次有給休暇のののの取得状況取得状況取得状況取得状況        

１年間に企業が付与した年次有給休暇日数（繰越日

数は除く）は、労働者１人平均 17.9日（前年 17.9日）

であり、そのうち労働者が取得した日数は 8.6 日（同

8.5日）となっています。取得率は 48.1％（同 47.1％）

です。 

企業規模別に取得率をみると次のようになっており、

規模別では取得日数・取得率ともに前年をわずかに上

回ったケースが多いですが、まだまだ低水準だと言え

ます。 

・1,000人以上…55.3％（前年 53.5％) 

・300～999人…46.0％（前年 44.9％） 

・100～299 人…44.7％（前年 45.0％） 

・30～99人が…41.8％（前年 41.0％） 

 

◆◆◆◆「「「「仕事優先仕事優先仕事優先仕事優先」」」」かかかか「「「「プライベートプライベートプライベートプライベート優先優先優先優先かかかか」」」」    

株式会社毎日コミュニケーションズが 2011 年４月

入社の新入社員を対象に実施した意識調査の中で、「仕

事とプライベートどちらを優先した生活を送りたい

か」をたずねたところ、４月実施調査の同設問と比較

して、「仕事優先」が 21.7ポイント減少、「プライベー

ト優先」が 22.5ポイント増加したそうです。 

企業規模や業種業態などにより年次有給休暇を取得

できる環境は様々でしょうが、社員のプライベートも

大切にしながら、効率よく仕事を行い、積極的に休暇

を取らせる仕組みづくりも大切だと言えるでしょう。 

 

「「「「個人個人個人個人賠償責任保険賠償責任保険賠償責任保険賠償責任保険」」」」にににに加入加入加入加入していますしていますしていますしています

かかかか？？？？    

 

◆◆◆◆日常生活日常生活日常生活日常生活でででで思思思思わぬことがわぬことがわぬことがわぬことが…………    

日々の暮らしの中で、思わぬ形で人にケガをさせた

り、物を壊してしまったりした場合に、「個人賠償責任

保険」に加入していれば、保険金により相手方に与え

た損害を賠償することができます。以下では、主な補

償の例や加入時の注意点をまとめました。 

 

◆◆◆◆補償補償補償補償のののの対象対象対象対象となるケースはとなるケースはとなるケースはとなるケースは？？？？    

この保険の補償の対象となる主なケースとしては、

以下のようなものが挙げられます。 

・自転車で人をはねケガをさせた 

・子どもが友達と喧嘩をしてケガをさせた 

・飼い犬が通行人に噛みついた 

・マンションで階下に水漏れを起こした 

・買物中の店で高価な商品を壊した 

上記のような過失による事故は補償の対象となりま

すが、同居の親族に対する損害賠償や他人から借りた

物を壊した場合の損害賠償、故意に起こした事故など

は対象外です。 

また、通勤途中の事故はカバーされますが、仕事中

の事故はカバーされません。 

 

◆◆◆◆「「「「個人賠償責任保険個人賠償責任保険個人賠償責任保険個人賠償責任保険」」」」のののの特徴特徴特徴特徴    

この「個人賠償責任保険」は、契約者本人だけでな

く、配偶者や同居の親族、1 人暮らしの学生など生計

を同じくする別居の未婚の子もカバーできるのが特徴

です。 

 加入には、損害保険会社の販売する「自動車保険」「火

災保険」「傷害保険」のいずれかに加入したうえで、特

約として上乗せを行うのが一般的です。 

 

◆◆◆◆加入時加入時加入時加入時のチェックポイントのチェックポイントのチェックポイントのチェックポイント    

チェックポイントとして、以下のことが挙げられま

す。 

（１）示談交渉代行サービスが付いているか 

（２）重複契約になっていないか 

（３）自動車の売却や引越しなどで保険が途切れてい

ないか 

（４）海外で賠償責任を負った場合でも補償されるか 

特約の保険料は、最大保険金額 1 億円（または無制

限）で、年額 1,000円～2,000円程度です。 



協会けんぽにおける医療費については、国庫補助が行われますが、現在国庫補助率は 16.4％（法定の上限は

20％）となっています。 

平成 24 年度予算における概算要求は現在の国庫補助率 16.4％を前提として行われたため、協会けんぽでも、

保険料率は以下のとおり 10101010％％％％をををを超超超超えるえるえるえる水準水準水準水準になるとになるとになるとになると見込見込見込見込まれましたまれましたまれましたまれました（（（（３３３３年連続年連続年連続年連続のののの引引引引きききき上上上上げげげげ））））。 

①①①①    高齢受給者高齢受給者高齢受給者高齢受給者にににに係係係係るるるる自己負担引上自己負担引上自己負担引上自己負担引上げげげげ凍結凍結凍結凍結をををを解除解除解除解除したしたしたした場合場合場合場合    

            9.50%9.50%9.50%9.50%⇒⇒⇒⇒10.14%(0.64%10.14%(0.64%10.14%(0.64%10.14%(0.64%増増増増))))    

②②②②    高齢受給者高齢受給者高齢受給者高齢受給者にににに係係係係るるるる自己負担引上自己負担引上自己負担引上自己負担引上げげげげ凍結凍結凍結凍結をををを継続継続継続継続したしたしたした場合場合場合場合    

            9.50%9.50%9.50%9.50%⇒⇒⇒⇒10.20%(0.70%10.20%(0.70%10.20%(0.70%10.20%(0.70%増増増増))))    

どちらにしろ、健康保険の保険料は今後も増加していきそうです。 

来年度の都道府県別 協会けんぽ保険料率は、決定し次第またお伝えします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 医療費の自己負担が高額になる患者の負担軽減策として、世帯年収に応じて月々の負担に上限を定めている

「高額療養費制度」を見直す考えが示されました。 

 現在現在現在現在３３３３段階段階段階段階のののの    70707070歳未満歳未満歳未満歳未満のののの収入区分収入区分収入区分収入区分をををを５５５５段階段階段階段階にににに細分化細分化細分化細分化しししし、、、、中間所得層中間所得層中間所得層中間所得層のののの負担負担負担負担をををを軽軽軽軽くするくするくするくする

ことがことがことがことが主主主主なななな内容内容内容内容ですですですです。 

 厚生労働省は、外来患者の窓口負担に 100円を上乗せして徴収する「受診時定額負担」

で約 4100 億円を捻出してまかなう意向を示しましたが、それは長期的に見れば困難なの

で、保険料アップと税負担で賄う考えが打ち出されています。 

【【【【参考参考参考参考】】】】現行現行現行現行のののの 70707070歳未満歳未満歳未満歳未満のののの方方方方のののの自己負担限度額自己負担限度額自己負担限度額自己負担限度額（（（（1111かかかか月月月月あたりあたりあたりあたり））））    

 

 

 

  外来・入院（世帯ごと） 

上位所得者 

（標準報酬月額 53万円以上） 

150,000 円＋（総医療費－500,000 円）×1％〈83,400 円〉 

一般 80,100 円＋（総医療費－267,000 円）×1％〈44,400 円〉 

低所得者（住民税非課税者） 35,400 円〈24,600 円〉 

※〈  〉内の金額は、多数該当（１年間で４回目）の場合の自己負担限度額 

協会協会協会協会けんぽのけんぽのけんぽのけんぽの保険料率保険料率保険料率保険料率、、、、平成平成平成平成 24242424 年度年度年度年度もももも引引引引きききき上上上上げかげかげかげか？？？？    

 チェックしておきたい！医療保険制度の動向 

    平成平成平成平成 23232323 年年年年 10101010 月月月月からからからから同年同年同年同年 11111111 月月月月のののの前半前半前半前半にかけてにかけてにかけてにかけて、、、、医療保険制度医療保険制度医療保険制度医療保険制度にににに関関関関するするするする様様様様々々々々なニュースがなニュースがなニュースがなニュースが飛飛飛飛びびびび込込込込んできましんできましんできましんできまし

たたたた。。。。以下以下以下以下にににに、、、、特特特特にににに気気気気になるものをになるものをになるものをになるものを紹介紹介紹介紹介しておきますしておきますしておきますしておきます。。。。    

 

あとがきあとがきあとがきあとがき◆◆◆◆当事務所当事務所当事務所当事務所よりよりよりより    来年来年来年来年のののの手帳手帳手帳手帳をををを購入購入購入購入しましたしましたしましたしました。。。。今年今年今年今年もももも後後後後 1111 月月月月ですですですです。。。。このこのこのこの 1111 年年年年のごのごのごのご厚情厚情厚情厚情におにおにおにお礼申礼申礼申礼申しししし上上上上げますげますげますげます。。。。年内年内年内年内

はははは 29292929 日日日日までまでまでまで、、、、年始年始年始年始はははは 10101010 日日日日からからからから営業営業営業営業いたしますがいたしますがいたしますがいたしますが、、、、急急急急なななな対応対応対応対応がががが必要必要必要必要なときはいつでもなときはいつでもなときはいつでもなときはいつでも携帯電話携帯電話携帯電話携帯電話におかけくださいにおかけくださいにおかけくださいにおかけください。。。。年末年末年末年末

年始年始年始年始はははは交通事故交通事故交通事故交通事故もももも多多多多いときですいときですいときですいときです。。。。おおおお気気気気をつけておをつけておをつけておをつけてお過過過過ごしくださいごしくださいごしくださいごしください。。。。 

    

最新情報 

高額療養費制度高額療養費制度高額療養費制度高額療養費制度、、、、自己負担限度自己負担限度自己負担限度自己負担限度額額額額のののの軽減軽減軽減軽減をををを検討検討検討検討    

12121212/10/10/10/10 ●一括有期事業開始届の提出 

（建設業）  

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満で

かつ請負金額が 1 億 9000 万円未満の工事 

                        ●11 月分の源泉所得税、 

住民税特別徴収税額の納付 

12121212////31 31 31 31 ●11 月分健康保険・厚生年金保険料の 

納付 

12121212////31 31 31 31 ●固定資産税（都市計画税）の納付 

        納付対象：第 3 期分 

                        ●10 月決算法人の確定申告・翌年 4 月決算 

法人の中間申告  

                        ●翌年 1 月・4 月・7 月決算法人の消費税の中

間申告 

                        ●年末調整による源泉徴収所得税の不足税

額徴収繰延承認申請書、保険料控除申告書

（生命保険等）の提出（会社） 

おおおお仕事仕事仕事仕事    

カレンダーカレンダーカレンダーカレンダー    
    

    


